
 

－都市 1－ 

所 属 都市建築部都市政策課 

係 名 土地計画調査係 内線 3760 

 

 土地の有効活用・保全のための地籍調査の促進 

 

１ 事 業 費  ６６８，６８３（前年度 ６４７，９５９） 

         【財源内訳】      【主な使途】 

        国庫   447,675    負担金 668,283 

         一般財源 221,008 

 

２ 背景・事業目的 

土地の記録は、明治初期の地租改正事業の調査記録を基礎としたもの 

が未だ多く、面積等が正確でない場合も存在する。 

このため、市町村等が主体となって実施する地籍調査により、土地の 

基本的な情報である地籍（地番、地目、境界、面積、所有者）を明らか 

にし、正確な地図を作成することで、災害復旧の迅速化や土地境界トラ 

ブルの未然防止、公共事業の効率化、課税の適正化等を図る。 

 

３ 事 業 概 要 

地籍調査費負担金（668,283 千円） 

国土調査法に基づき、市町村等が行う地籍調査に係る経費の一部を 

負担する。 

 

○負担割合：国１／２、県１／４、市町村１／４ 

（森林組合実施の場合：国２／３、県１／６、森林組合１／６） 

○令和２年度実施予定：３０市町村、１森林組合 

 

 

 

（款）２総務費（項）２企画開発費（目）(10)土地利用対策費

（明細書事業名）○土地利用対策費  

地籍調査費 



－都市２－ 

所 属 都市建築部都市整備課 

係 名 街路係 内線 3774 

 

 

安全で円滑な交通を確保する名鉄高架化事業の推進 
 
 

  １  事 業 費        ５０，０００（前年度 ５０，０００） 

【財源内訳】         【主な使途】 

         国庫       25,000      工事負担金    50,000 

                負担金     12,500 

                       一般財源    12,500 

 

２ 背景・事業目的 

名鉄名古屋本線の名鉄岐阜駅と岐南駅間約２．９キロの区間にある

交差道路では、踏切の遮断時間が長く、慢性的な交通渋滞が生じてお

り、踏切の除去による円滑な交通の確保や鉄道で分断された地域の一

体的整備が必要となっている。 

このため、当該区間の名鉄名古屋本線を高架化し、安全で円滑な交

通を確保する。 

 
３ 事 業 概 要 

鉄道高架事業費（50,000 千円） 

都市計画事業認可に向けて、必要となる測量調査等を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

（款）８土木費 （項）５都市計画費 （目）(3)鉄道高架事業費 

（明細書事業名）○公共事業  

         鉄道高架事業費                          

名鉄名古屋本線高架完成イメージ図 



－都市３－

所 属 都市建築部都市整備課 

係 名 街路係 内線 3774 

 

 

都市の骨格を形成する街路事業の推進 

                                                   

１  事 業 費        ３，２７３，９４２（前年度 ３，３８０，９６３）  

           【財源内訳】        【主な使途】 

    国庫     990,075     委託料      278,512 

            県債    1,598,800      工事請負費   928,533 

負担金     428,731      公有財産購入費   376,200 

一般財源    256,336     補償及び賠償金  1,429,850 

 

２ 背景・事業目的 

モータリゼーションの進展により、都市部の道路渋滞対策や少子高

齢化に対応した安全な歩行空間の確保が課題となっている。 

このため、東海環状自動車道インターチェンジへのアクセス道路や

渋滞が発生している幹線道路等の整備、及び通学路等における歩行者

・自転車通行空間の確保などにより、安全・安心で賑わいあふれるま

ちづくりを推進する。 

 
３ 事 業 概 要 

街路事業費（3,273,942 千円） 

  ○主な整備路線（3,256,442 千円） ※（都）…都市計画道路  

   ①東海環状自動車道インターアクセス道路 

         （都）長良糸貫線（岐阜市） 

（都）岐阜駅城田寺
き だ い じ

線（岐阜市） 

（都）大野揖斐川線（大野町） 

②都市圏の交通円滑化を図る幹線道路 

（都）新所
し ん し ょ

平島
へ い じ ま

線［平成
へ い せ い

工区］（岐南町） 

（都）新土岐津
し ん と き つ

線（土岐市） 

（都）花里
は な さ と

本母
ほ の ぶ

線（高山市） 

（都）犬
い ぬ

山東町
やまひがしまち

線バイパス（各務原市） 

      
〇その他事業費（17,500千円） 

添架負担、街路調査費等 

（款）８土木費 （項）５都市計画費 （目）(2)街路事業費 

（明細書事業名）○公共事業 ○単独事業                    

         街路事業費 他 



－都市４－ 

所 属 都市建築部都市整備課 

係 名 街路係、市街地整備係  内線 3774 

 

都市機能の集約化を図る市街地整備への支援 
 

１  事 業 費        ５１５，００９（前年度 ４６４，７６４） 

【財源内訳】      【主な使途】 

国庫      40,000   補助金 459,759 

            県債     344,100 

負担金       20,000 

一般財源   110,909 

 

２ 背景・事業目的 

      都市部では都市機能の郊外移転等により、中心市街地の活力低下、低･ 

未利用地の発生、人口減少等が顕著な問題となっている。 

このため、敷地の共同化、高層住宅等の整備を行う市街地再開発事業 

による中心市街地の活性化や、道路・公園等の公共施設整備と宅地の整 

形を一体的に行う土地区画整理事業により、良好な市街地の形成を図る。 

 

３  事 業 概 要        

（１）市街地再開発事業助成費（399,759 千円） 

市街地再開発組合が行う再開発ビル建設等に対する支援を行う。 

【事業予定箇所】 

・高島屋南地区（岐阜市）      

・多治見駅南地区（多治見市）    

・郭町東西街区（大垣市）     

・岐阜駅前中央東地区（岐阜市）  

・瑞浪駅南地区（瑞浪市）        

・美濃太田駅南地区（美濃加茂市） 

（２）土地区画整理事業助成費（115,250 千円） 

土地区画整理組合及び地方公共団体（市町）が行う土地造成等に対 

する支援を行う。 

【事業予定箇所】 

・土岐市妻木
つ ま ぎ

南部地区（土岐市） 

・鷺山中洙
な か す

地区（岐阜市）    

・リニア岐阜県駅周辺地区（中津川市）    

（款）８土木費 （項）５都市計画費（目）(6)市街地開発事業助成費 

（明細書事業名）○単独事業 

市街地再開発事業助成費 

（明細書事業名）○公共事業 ○単独事業 

土地区画整理事業助成費 他 



 

－都市５－ 

 

 

 

 

 
 木曽川右岸流域下水道の整備等の推進 

   
１ 事 業 費   １，８８８，０００（前年度  １，３１５，０００） 
            【財源内訳】         【主な使途】 

国 庫 1,098,500       工事請負費 1,643,000 
県 債   388,000      委 託 料   245,000 
負担金   396,250      
繰入金    5,250 

 
２ 背景・事業目的 

木曽川及び長良川流域１０市町の汚水を広域的に処理する木曽川右岸 
流域下水道は、各市町の下水道整備が進み、処理人口が年々増加してい 
る。また、近年、汚水処理施設や設備の老朽化への対応が急務となって 
いる。 
このため、下水道ストックマネジメント計画に基づき、耐震化と併せ 

た施設等の更新を進め、適切な施設管理を行うとともに、清潔で住みよ 
い生活環境の確保を図る。また、将来にわたり安定的なサービスを提供 
するため、経営戦略を策定し経営基盤の強化を図る。 
 

３ 事 業 概 要 

（１）計画的な施設の更新 (1,875,000 千円)  
（工事）送風機機械設備、電気設備 

幹線管渠管更生 他 
（設計）長森ポンプ場流入ゲート機械・電気設備詳細設計 他 

新（２）経営戦略策定調査費 (13,000 千円)  
下水道事業の安定的な経営に向けて、中長期的な経営方針を示し 

た基本計画を策定する。 
 

【木曽川右岸流域下水道事業の概要（計画）】 

事 業 名 木曽川右岸流域下水道事業 供用開始：平成３年～ 

処理面積:16,773ha 処理水量:241,815ｍ3/日 処理人口:466,200 人 

対象市町 

（４市６町） 

岐阜市、美濃加茂市、各務原市、可児市、岐南町、 
笠松町、坂祝町、川辺町、八百津町、御嵩町 

所 属 都市建築部下水道課 

係 名 流域下水道係 内線 3154 

流域下水道事業会計 

（款）７資本的支出（項）１建設改良費（目）(1)管路建設改良費 

（款）７資本的支出（項）１建設改良費（目）(2)ポンプ場建設改良費 

（款）７資本的支出（項）１建設改良費（目）(3)処理場建設改良費 

（款）３下水道事業費用（項）１営業費用（目）(5)総係費 



－都市６－ 

 

 
 

 
大規模建築物の耐震化の促進 

 
１ 事 業 費 １８１，４９３（前年度 ８０，７４６） 
           【財源内訳】          【主な使途】 

           一般財源  181,493       補助金 181,493 
 

２ 背景・事業目的 
本県では、地震災害から県民の生命及び財産を守るため、岐阜県耐震 

改修促進計画を策定し、建築物の耐震化を促進している。 
特に、災害時の拠点となる建築物や、多数の方が利用する建築物の耐 

震化に対する支援を行うことにより、地震による建築物倒壊等の被害を 
軽減する。 
 

３ 事 業 概 要 

（１）建築物耐震診断事業費補助金 (17,208 千円)  
建築物（木造住宅以外）の耐震診断を実施する所有者に対し、市

町村が経費を助成する場合に、その一部を支援する。 

（２）建築物耐震改修設計事業費補助金 (1,978 千円) 
多数の方が利用する建築物や耐震診断が義務化された建築物につ

いて、耐震改修設計を実施する所有者に対し、市町村が経費を助成
する場合に、その一部を支援する。 

（３）特定建築物耐震改修工事費補助金 (162,307 千円)  
多数の方が利用する建築物や耐震診断が義務化された建築物につ

いて、耐震改修工事（特定天井改修含む）、除却工事及び建替工事を
実施する所有者に対し、市町村が経費を助成する場合に、その一部
を支援する。 

 

 

 

 

所 属 都市建築部建築指導課 

係 名 建築物地震対策推進係 内線 3789 

（款）８土木費 （項）５都市計画費 （目）(7)建築指導費 

（明細書事業名）○建築指導監督費 

        建築物地震災害対策費 



 

－都市７－ 

 

 

 
 

木造住宅の耐震化等の促進 
 
 
１ 事 業 費   １１１，０８０（前年度 １２９，１５９） 
            【財源内訳】         【主な使途】 

            国庫     2,072    補助金   106,936 
         手数料   2,072    委託料     3,161 

一般財源  106,936 
 

２ 背景・事業目的 
本県では、地震災害から県民の生命及び財産を守るため、岐阜県耐震 

改修促進計画を策定し、建築物の耐震化を促進している。 
特に、県内に多数存在する木造住宅の耐震化は急務であるため、木造 

住宅の耐震化を支援する。 
 
 

３ 事 業 概 要 

（１）木造住宅耐震診断事業費補助金 (17,737 千円)  
昭和５６年５月以前に建てられた木造住宅の耐震診断を希望する所 

有者に対し、市町村が無料で木造住宅耐震相談士を派遣する事業を支 
援する。 

（２）住宅耐震改修工事費補助金 (78,617 千円) 
耐震性が不足する木造住宅の耐震改修工事や除却工事を実施する所 

有者に対し、市町村が経費を助成する場合に、その一部を支援する。 

（３）耐震改修啓発費 (4,144 千円) 
市町村が開催する木造住宅の耐震化に関する相談会等への専門家の 

派遣や、耐震改修工事施工者向けの講習会を実施する。 
    加えて、小中高生を対象とした耐震講座を開催するなど、若い世代

から家族や地域の住民などへ住宅の耐震化を広く啓発する。 

（４）ブロック塀除却費等補助金（10,582 千円） 
老朽化等により倒壊する危険性があるブロック塀の除却等を実施す 

る所有者に対し、市町村が経費を助成する場合に、その一部を支援す 
る。 

 

所 属 都市建築部建築指導課 

係 名 建築物地震対策推進係 内線 3789 

（款）８土木費 （項）５都市計画費 （目）(7)建築指導費 

（明細書事業名）○建築指導監督費 

建築物地震災害対策費 



－都市８－ 

 

 

 
 
 

建築業の担い手確保・育成及び生産性向上の促進 
 
 

１ 事 業 費   ２０，６９３（前年度 １８，３３６） 
            【財源内訳】      【主な使途】 

            国庫      2,395    委託料 15,582（BIM 整備等） 
一般財源  18,298    報償費   192（講師謝金等） 

旅費    735（費用弁償等） 
 

２ 背景・事業目的 
建築業は、技術者不足や若年入職者の減少により、近い将来、建築業 

界の担う役割が果たせなくなることが懸念されており、人材の確保や技 
術の継承への対策が急務となっている。 

このため、平成３０年に開設した「ぎふ建築担い手育成支援センター」 
において、建築業界団体や教育機関と連携した人材の確保・育成事業の 
さらなる推進を図るとともに、建築業界の生産性の向上を促進する。 
 

３ 事 業 概 要 

（１）ぎふ建築担い手育成支援センターの運営事業費 (2,746 千円)  
ぎふ建築担い手育成支援センターを拠点として、建築関係団体、

教育機関、関係行政機関との情報共有や意見交換を行う。 
 

（２）建築業の担い手確保・育成の推進 (7,207 千円)  
建築業界の魅力発信のほか、建築担い手の確保・育成に向けた見

学会、各種研修、相談会を行う。 

 

（３）ＢＩＭを活用した生産性向上研修会の開催 (931 千円)  
ＢＩＭ（建物の設計、施工等の情報を一元的に構築管理するため

の手法）を活用した生産性向上のための研修を実施する。 

   
新（４）ＢＩＭ用システム環境の整備（9,809 千円） 

公共工事発注者として生産性向上技術の活用拡大に対応できるよ 
う、新たにＢＩＭ用ＰＣの整備及びアプリケーションの導入を行う。 

 
 

所 属 都市建築部公共建築課 

係 名 建築計画係 内線 3683 

（款）２総務費（項）１総務管理費（目）(7)財産管理費 

（明細書事業名）○財産管理費 

         一般財産管理費 



－都市９－ 

 

 

 
 
 

 外国人材の住宅確保支援の推進 
 
 
１ 事 業 費   ２，０９１（前年度 ３，０００） 
            【財源内訳】      【主な使途】 

            一般財源 2,091     委託料 2,091 
      

２ 背景・事業目的 
深刻な人手不足に対応するため、外国人材を受け入れるための在留資 

格「特定技能」が創設（平成３１年４月施行）された。 
これに伴い、今後増加が見込まれる外国人が住宅を円滑に確保できる 

よう、外国人からの住まいに関する相談に適切に対応するとともに、パ 
ンフレット等による情報発信を行う。 
 

３ 事 業 概 要 

外国人材等住宅確保支援事業費（2,091 千円） 
・岐阜県在住外国人相談センターと岐阜県住宅供給公社が連携し、外国 

人からの住まいに関する相談を対面等で受け付け、適切な情報提供等 
を実施する。 

・県営住宅や市町村営住宅、公社管理住宅の紹介のほか、住宅取得・改 
修等に関する各種支援制度など、住宅確保に関する情報を多言語（英 
語、中国語、ポルトガル語、タガログ語、ベトナム語）でパンフレッ 
トやホームページにより周知する。 

・不動産事業者や大家が安心して外国人等の住まいを提供できるよう、 
各種ガイドブックや相談体制について、パンフレットやホームページ 
により周知する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  

所 属 都市建築部住宅課 

係 名 住宅企画係 内線 3629 

（款）８土木費（項）６住宅費（目）(4)住宅総務費 

（明細書事業名）○住宅諸費 

住宅諸費 



－都市１０－ 

 

 

 

 

 県営住宅の適正な維持管理の推進 
 

１ 事 業 費  １０１，８４８（前年度 ３４，６５０） 
【財源内訳】      【主な使途】 

          使用料   101,848    移転補償費 64,528 
                            委託料      37,320 
 

２ 背景・事業目的 
県営住宅は、全住棟の約３／４が耐用年数の１／２を経過し、かつ近

年、入居率も低下している。 
このため、特に入居率の低い郊外にある住宅の一部住棟を廃止し、適

正な戸数に再編することで、維持管理費の縮減を図るとともに、住宅セ
ーフティネットとしての機能を維持する。 
また、令和元年度に引き続き、住宅の集約化に伴って必要となる、移

転者に対する移転補償と移転先住戸の修繕を行う。 
 
３ 事 業 概 要 

（１）県営住宅移転補償費（64,528 千円） 
集約化に伴い、廃止する住棟に入居している住民が別の住棟に移 

転するために必要な費用等を補償する。 
 

（２）県営住宅集約化修繕費（37,320 千円） 
廃止する住棟の入居者の移転先として、同一団地内の空き住戸を 

使用するため、入居前点検及び必要な修繕を実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 

所 属 都市建築部住宅課 所 属 都市建築部住宅課 

係 名 県営住宅係 内線 3661 

（款）１住宅事業費（項）１業務費（目）(1)管理諸費 

（明細書事業名）○住宅管理費 

管理諸費  

管理委託費 



－都市１１－ 

 

 

 

 

総合的な空き家等対策の推進 
 

１ 事 業 費  １１２，０１９（前年度 １１０，８０３） 
【財源内訳】      【主な使途】 

          国庫     2,177    補助金 109,011 
          一般財源 109,842   
 

２ 背景・事業目的 
近年、適正に管理されていない空き家が増えている中、倒壊や外壁の 

落下等による通行支障や隣家被害など、住民生活に被害を及ぼすおそれ 
のある危険な空き家を減らしていくため、市町村、民間団体等と連携し、 
空き家等に対する総合的な対策を実施する。 

 
３ 事 業 概 要 

（１）空家対策支援補助金（102,000 千円） 
市町村が行う空き家の利活用や除却等の補助事業に対し支援する。 
また、市町村が除却補助制度の創設や、補助上限額引き上げを行 

った場合、県は補助率の引き上げを行い、更なる支援を行うことで 
個人負担の一層の軽減を図る。 

 
（２）空家対策人材育成支援事業（2,370 千円） 

空き家所有者等の意識啓発を図るためのセミナーや、適正管理に 
向けた周知を行うとともに、空き家対策を担う市町村職員等を対象 
とした研修会を実施する。 
 

（３）空き家等に関する相談体制の整備（3,312 千円） 
・空家等相談窓口設置事業補助金（3,173 千円） 

空き家等の所有者や入居希望者等に対する相談窓口を設置して 
いる岐阜県住宅供給公社に対し、その運営費を補助する。 

    ・空家等相談員普及・育成事業（139 千円） 
      県が登録した民間の専門家「空家等総合相談員」を、市町村等 

が行う各種会議等に派遣する。 
      
 

所 属 都市建築部住宅課 所 属 都市建築部住宅課 

係 名 空家対策推進係 内線 3657 

（款）８土木費（項）６住宅費（目）(1)住宅総務費 

（明細書事業名）○空家等対策推進費 

         空家等対策推進費  



－都市１２－ 

                                                                                                                             

 

 

 
 
 

水資源の総合的な適正管理の推進 
 
 
 

１ 事 業 費   ８，２９０（前年度 ８，７５８） 
            【財源内訳】      【主な使途】 

            一般財源 8,290     委託料 8,194 
 
２ 背景・事業目的 

地下水は、身近な水資源として多様な用途に利用されているが、過剰 
な採取による地盤沈下や水量不足等が懸念されている。 

このため、平成２８年度に実態把握のために行ったシミュレーション 
により概況を把握したが、令和元年度から令和３年度にかけて改めてよ 
り精度の高い調査およびシミュレーションを行うことで、水資源の適正 
な管理を推進する。 
 
 

３ 事 業 概 要 

水循環対策推進費（8,290 千円） 
季節変動を含めた最新の農業用地下水揚水量のデータを使用した精度 

の高いシミュレーションを行うため、基礎調査の一つとして、農業用地 
下水の揚水実態等の調査を行う。 

 
 
 

所 属 都市建築部水資源課 

係 名 水資源係 内線 2482 

（款）２総務費 （項）２企画開発費 （目）(14)水資源対策費 

（明細書事業名）○水資源対策費 

水循環対策推進費 



－都市１３－ 
 

所 属 都市建築部水道企業課 

係 名 事業係 内線 2495 

県営水道の大規模災害対策の推進 

１ 事 業 費  ２，５８７，７４４（前年度 ２，００６，８０７） 
           【財源内訳】        【主な使途】 

           県補助        551,393   工事請負費  2,501,903 

                   県出資金       41,519 

内部留保金  1,994,832 
 
２ 背景・事業目的 

   東濃・可茂地域の７市４町に水道用水を供給する県営水道は、県民 

生活を支えるライフラインとして、地震等の災害時においても安全な 

水を確保し、安定的に供給する必要がある。 

そのため、ハード・ソフト両面での防災・減災対策を強化し、大規 

模災害にも強い供給体制の構築を目指す。 
 
３ 事 業 概 要 

（１）大容量送水管整備事業 (2,008,673 千円) 

     既設管路を複線化し、貯留機能と応急給水機能を付加した大容

量送水管を整備する。 

（２）既設送水管等耐震対策事業 (104,801 千円) 

     県指定の緊急輸送道路に布設されている耐震適合性のない既

設送水管の耐震対策を実施する。 

（３）施設機能強化事業（474,270 千円） 

     浄水場施設及び送水施設の整備や緊急時に東濃東部地域へバ

ックアップ給水が可能となるよう機能強化を図る。 

（４）受水市町と連携した訓練等の実施 

災害発生時により迅速な対応が行えるよう、受水市町と連携し

た専門的な訓練・研修を実施する。 
 

【県営水道事業の概要 (平成 30 年度実績)】 

事 業 名 岐阜東部上水道用水供給事業 供給開始 昭和 51 年 

給水対象 多治見市、中津川市、瑞浪市、恵那市、土岐市 

美濃加茂市、可児市、坂祝町、富加町、川辺町、御嵩町 

給水人口 491,687 人 年間給水量 54,837,985 ㎥ 

 
水道事業会計 
（款）１２資本的支出 （項）１建設改良費 （目）(1)施設改良費 



 

－都市１４－ 

 

県営都市公園の活性化の推進 

１ 事 業 費   １，９９５，９６８（前年度 １，９９６，９５６） 

          【財源内訳】        【主な使途】 
国庫    357,500 
県債    906,600 
一般財源  731,868 

 

委 託 料   446,538 
工事請負費 1,386,060 

 
２ 背景・事業目的 

平成２８年１０月に策定した「岐阜県都市公園活性化基本戦略」に基 
づき、花フェスタ記念公園、養老公園、世界淡水魚園、ぎふ清流里山公 
園の４つの県営都市公園の更なる魅力向上を図るため、ハード・ソフト 
の両面にわたる取組みを推進する。 

また、百年公園及び各務原公園についても、来園者が安全・快適に利 
用できるよう、施設整備を行う。 

 
３ 事 業 概 要 

県営都市公園魅力向上再整備事業費（1,119,500 千円） 
都市公園整備費（771,500 千円） 
県営公園活性化推進費（104,968 千円） 

    ＜公園ごとの主な事業概要＞ 

    ・花フェスタ記念公園 バラ園の再整備、遊具整備、バラまつり開催 

    ・養老公園      親水広場整備工事、開園 140 周年イベント 

    ・世界淡水魚園    建物改修設計、設備改修工事 

    ・ぎふ清流里山公園  建物改修工事、複合遊具整備工事 

    ・百年公園      遊具･トイレ等更新設計、配水槽更新工事 

    ・各務原公園     駐車場周辺改修工事、老朽化施設修繕工事 

 

所 属 都市建築部都市公園整備局都市公園課 

係 名 活用推進係 内線 3772 

（款）８土木費  （項）５都市計画費  （目）(4)都市公園費 
（明細書事業名） ○公共事業 ○単独事業 

都市公園整備費 

○都市公園事業推進費 

県営公園活性化推進費 



 

－都市１５－ 

 

 

 
 

 

 
リニア中央新幹線を活用した地域づくりの推進 

 
 
１ 事 業 費   ３３７，５８０（前年度 ２８７，８３９） 
            【財源内訳】        【主な使途】 

            国庫    3,550      委託料 157,645 
諸収入  259,780    補助金  68,900 
一般財源  74,250 

 
２ 背景・事業目的 

リニア中央新幹線事業については、ＪＲ東海が瑞浪市日吉トンネル新 
設工事や、中津川市中央アルプストンネル新設工事などを進めており、 
県としては引き続き、リニア建設工事に伴う用地取得等を着実に進める。 

また、リニア中央新幹線の開業効果を県内全域に波及させるため、リ 
ニア岐阜県駅周辺整備や二次交通の検討など、リニア中央新幹線活用戦 
略を踏まえた事業を推進する。 

 
３ 事 業 概 要 

（１）リニア中央新幹線用地取得事務受託事業費 (259,780 千円)  
全国新幹線鉄道整備法第１３条第４項に基づき、リニア中央新幹線  

建設に係る用地取得事務の一部をＪＲ東海から受託して行う。 

（２）リニア中央新幹線活用戦略推進事業費補助金 (68,900 千円)  
市町村が行う活用戦略の推進に資する基盤整備事業を対象として、

その調査及び設計に係る経費を助成する。 

（３）リニア岐阜県駅との二次交通に関する調査事業費 (7,100 千円)  
リニア岐阜県駅を基点とした二次交通（鉄道、バス等）ネットワー

クの構築に向けて、基礎調査結果の分析等を行う。 

（４）リニア中央新幹線活用推進事業費 (1,800 千円)  
リニア中央新幹線活用戦略における、観光振興・まちづくり、産業 

振興、基盤整備の施策テーマごとに協議会を開催し、活用戦略を踏ま 
えた具体的な施策検討や情報共有等を行う。 

 
 
 

所 属 都市建築部都市公園整備局公共交通課 

係 名 リニア推進係 内線 2733 

（款）２総務費（項）２企画開発費（目）(11)交通対策費 

（明細書事業名）○鉄道対策費 

             鉄道対策推進費 他 



 

－都市１６－ 

 
 
 
 

 地方鉄道の維持確保と利用促進対策の推進 
      
                 
１ 事 業 費   ３５０，６２５（前年度 ３８２，８７２） 
            【財源内訳】        【主な使途】 

         県債    89,000      補助金 349,300（事業補助） 
       一般財源 261,625 
 

２ 背景・事業目的 
少子化や沿線人口の減少等に伴う利用者の減少により、県内の地方鉄

道事業者は厳しい経営が続いていることから、施設設備の更新・改修等
の負担軽減により安全な運行の維持確保を図る。 

また、新たな顧客獲得に向けた利用促進対策を支援することにより収
入確保を図る。 

 
３ 事 業 概 要 

（１）鉄道安全輸送設備等整備事業費補助金（124,338 千円）  
第三セクター鉄道等地域鉄道の安全運行に必要な施設設備の更新、 

改修等を国及び沿線市町と連携して支援する。 
①鉄道輸送高度化事業費補助金 

補助率：国１／３、県１／６、市町１／６ 
②鉄道施設老朽化対策事業費補助金 

補助率：国１／３、県２／９、市町２／９ 

（２） 鉄道施設維持修繕事業費補助金（184,962 千円） 
第三セクター鉄道等地域鉄道の施設設備の維持修繕を沿線市町と 

連携して支援する。 
補助率：県２／５(９／２０)、市町２／５(９／２０) 

   ※( )：輸送人員、輸送収入等が改善された場合 

（３）地方鉄道利用促進対策事業費補助金（40,000 千円）  
第三セクター鉄道及び養老鉄道が行う企画列車等、利用促進対策を 

支援する。 
補助率：県４／５ 

（４）民営鉄道対策連絡調整費（1,325 千円） 
地方鉄道の安全対策や活性化促進のために設立された、関係自治体 

や鉄道事業者等で構成する協議会等に係る経費の一部を負担する。 
 

所 属 都市建築部都市公園整備局公共交通課 

係 名 地域交通係 内線 2732 

（款）２総務費 （項）２企画開発費 （目）(11)交通対策費 

（明細書事業名）○鉄道対策費 

民営鉄道対策推進費 



 

－都市１７－ 

 
 
 
 

 バス交通網の維持確保対策の促進 
 
 
１ 事 業 費   ７８９，３３３（前年度 ７７７，６６４） 
            【財源内訳】        【主な使途】 

         一般財源 789,333    補助金 789,333（事業補助） 
 
２ 背景・事業目的 

少子化や自家用車の利用増等に伴うバス利用者の減少により、乗合バ 
ス事業者の路線網が縮小する中、市町村においては、代替交通を確保す 
るための市町村バス運行等による財政負担が増大している。 

このため、乗合バス事業者が運行する広域幹線的なバス路線の維持や、 
交通不便地域等で生活交通を担っている市町村バスの運行を支援し、地 
域の公共交通の確保を図る。 
 

３ 事 業 概 要 

（１）バス運行対策費補助金（451,424 千円）  
広域的な公共交通を担う乗合バス事業者に対し支援する。 

①広域バス路線支援事業費補助金 
地域間を結ぶ幹線及び支線的広域バス路線の運行赤字額に対し、 

支援する。（一部幹線については、国との協調補助） 
補助率：幹線 県７／２０、支線その他 県１／３ 

②車両減価償却費等補助金 
低床(バリアフリー)バス車両等の導入に係る経費に対し、国と連 

携して支援する。 
補助率：国１／２、県１／２ 

（２） 市町村バス交通総合化対策費補助金（337,909 千円） 
市町村が自主的に運行するコミュニティバス等の運行経費に対し支 

援する。 
補助率：県１／３又は１／４ 

 
 

所 属 都市建築部都市公園整備局公共交通課 

係 名 地域交通係 内線 2732 

（款）２総務費 （項）２企画開発費 （目）(11)交通対策費 

（明細書事業名）○地方バス対策費 

地方バス路線対策費  

市町村バス交通総合化対策費 



 

－都市１８－ 

 
 新 バス、タクシー、トラック運転者の脳血管疾患対策の促進 

 
 
１ 事 業 費   ６，５４５（前年度 ０） 
            【財源内訳】        【主な使途】 

         一般財源 6,545      補助金 5,534（事業補助） 
 
２ 背景・事業目的 

バスやタクシー、トラックの事業者には、運転者が疾病状態で運転す 
ることを防止するための措置を講じることが求められており、中でも疾 
病が原因となる事故で最も多い脳血管疾患については、早期の対策が必 
要である。 
 このため、事業者による運転者の脳健診受診事業を支援するとともに、 
脳血管疾患対策の重要性等の啓発により事業者の取組みを促進する。 
 

３ 事 業 概 要 

（１）脳健診受診促進事業費補助金（5,534 千円）  
バス、タクシー、トラック事業者（岐阜県バス協会会員及び岐阜県 

トラック協会会員を除く）が自社の運転手の健康管理のために行う脳 
健診（脳ＭＲＩ健診等）の受診事業に対し支援する。 

補助額：受診者１人当たり 5,000 円を上限とする。 

（２）脳健診受診促進事業費（1,011 千円） 
バス、タクシー、トラック事業者向けの講習会等で、脳健診の紹介

や脳血管疾患対策の取組みの重要性を啓発する。 
 

所 属 都市建築部都市公園整備局公共交通課 所 属 商工労働部商業・金融課 

係 名 地域交通係 内線 2732 係 名 商業振興係 内線 3066 

（款）２総務費 （項）２企画開発費 （目）(11)交通対策費 

（明細書事業名）○総合交通対策推進費 

地域交通対策費 

（款）７商工費 （項）１商工費   （目）(4)商業振興費 

（明細書事業名）○運輸産業振興事業費 

         運輸産業振興事業費 



 

－都市１９－ 

 
 
 
 

 新 バス運転手の確保対策の促進 
 
 
１ 事 業 費   ３，７５０（前年度 ０） 
            【財源内訳】        【主な使途】 

         一般財源 3,750      補助金 3,750（事業補助） 
 
２ 背景・事業目的 

県内の乗合バス事業においては、厳しい経営環境、大型二種免許取得 
者の減少等を背景として、運転手不足が深刻となっている。また、運転 
手不足を原因とした運行回数の削減といった事例も生じており、地域の 
生活交通を支えるバス輸送の維持や安全確保の観点から、バス運転手の 
安定的な確保は喫緊の課題となっている。 

このため、乗合バス事業者が行う人材育成の取組みへの支援を行い、 
バス運転手の確保を図る。 
 

３ 事 業 概 要 

バス運転手確保支援事業費補助金（3,750 千円）     

 乗合バス事業者が新規採用者の大型二種免許取得に要する教習費用を
負担する場合に支援する。 

   補助率：１／２ 
   

 

所 属 都市建築部都市公園整備局公共交通課 

係 名 地域交通係 内線 2732 

（款）２総務費 （項）２企画開発費 （目）(11)交通対策費 

（明細書事業名）○総合交通対策推進費 

地域交通対策費 



 

－都市２０－ 

 
 
 
 

 新 新モビリティサービス導入による地域公共交通の活性化 
 
 
１ 事 業 費   ２，０００（前年度 ０） 
            【財源内訳】        【主な使途】 

         一般財源 2,000      補助金 2,000（事業補助） 
 
２ 背景・事業目的 

少子高齢化による利用者の減少や運転手不足等に伴い県内の公共交通
サービスが縮小しており、既存の公共交通サービスを維持するためには、
利用の促進や運行の効率化等により、公共交通事業の収支の改善を図る
必要がある。 

このため、その方策として期待されるＭａａＳ等の新たなモビリティ
サービスの導入に向けた支援を行い、地域公共交通の活性化を図る。 

 
３ 事 業 概 要 

地域公共交通活性化推進事業費補助金（2,000 千円）  
新モビリティサービス（ＭａａＳ※、ＡＩ等によるオンデマンド交通） 

の導入に向けて、市町村が事業の成立性や費用対効果等の実証を行うこ 
とを目的として取組む事業に対して支援する。 

   ※MaaS：Mobility as a Service（ICT を活用して、マイカー以外のすべての交通手段による移動を

１つのサービスとしてとらえる新たな「移動」の概念） 

 

所 属 都市建築部都市公園整備局公共交通課 

係 名 地域交通係 内線 2732 

（款）２総務費 （項）２企画開発費 （目）(11)交通対策費 

（明細書事業名）○総合交通対策推進費 

地域交通対策費 

導入イメージ 

利用者 

複数の移動手段を自由に組み合わせてひとつのサービスとして提供 
（スマートフォンで検索・予約・決済） 

・・ススママホホアアププリリ等等でで乗乗車車予予約約がが可可能能 
・・ＡＡＩＩ技技術術にによよりり運運行行効効率率がが向向上上 

  

  

出出

発発

地地 

目目的的地地 

観観光光ススポポッットト 

病病    院院 

店店舗舗･･公公共共施施設設 

福福祉祉施施設設 

学学校校ななどど 

鉄鉄道道 ババスス タクシー 

ＡＩオンデマンド交通 



 

－都市２１－ 

 

 
 
 

鉄道駅のバリアフリー化の促進 
 
１ 事 業 費  ８２，７４０（前年度 ８５，６７６） 
           【財源内訳】       【主な使途】 

           一般財源 82,740     補助金 82,740 
 
２ 背景・事業目的 

バリアフリー法に基づく国の基本方針において、一日当たりの平均的 
な利用者数が３千人以上の鉄道駅の全てについて、令和２年度までにバ 
リアフリー化を図ることが目標とされているが、これにより鉄道事業者 
を支援する市町村の負担が拡大している。 

そのため、県が市町村に財政支援を行うことにより、鉄道駅のバリア 
フリー化の促進を図る。 

 
３ 事 業 概 要 

鉄道駅バリアフリー化施設改善事業費補助金(82,740 千円)  
鉄道事業者が、国の補助を受けて鉄道駅のバリアフリー化事業を実 

施する際に、バリアフリー法に基づく基本構想を策定した市町村が鉄 
道事業者に対して補助を行う場合、市町村を支援する。 

 

＜補助率等＞ 

鉄道事業者(１/３) 国(１/３) 市町村(１/３) 

 

 市町村 1/2 県 1/2(※) 

※補助対象経費の１/６以内 

 

 ［令和２年度実施予定］ 

 

○ＪＲ東海道本線/高山本線「岐阜駅」（県補助金の補助事業者：岐阜市） 

内容（期間）：バリアフリー化に係るエレベーター工事（R2.4～R3.3） 

補助対象経費：496,437 千円（国補 165,479、市補 165,479(うち県補 82,740)） 

 
 

所 属 都市建築部都市公園整備局公共交通課 

係 名 広域交通係 内線 2733 

（款）２総務費 （項）２企画開発費 （目）（11）交通対策費 

（明細書事業名）○鉄道対策費 

         民営鉄道対策推進費 


